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研究成果の概要（和文）：経済学者は技術進歩のメカニズムを考える上で、「特許レース」と呼ばれるモデルを使うこ
とがある。このモデルでは、特許を得るために企業が研究開発に投資し、一つの企業がイノベーションに成功すること
により、特許を獲得し利潤を得るという理論モデルである。一方で、今までの研究では、特許レースに参加する企業の
違いを明示的に考慮することがなかった。本研究はこの点を補い、既存研究にない結果を得た。例えば、特許レースに
参加する企業に補助金が支給された場合、比較的に生産性が低い企業が特許レースから退出し、「精鋭」企業だけがレ
ースに残り、R&D支出の増大につながることである。

研究成果の概要（英文）：Economists often use what is called a patent race model in order to analyse a 
mechanism of technical progress. In this model, firms invest in research and development. In the end, a 
single firm succeeds in R&D and earn profits protected by patents. On the other hand, heterogeneity of 
R&D firms was not explicitly considered in the precursory studies. This research project complements the 
literature by introducing R&D firm heterogeneity into a patent race model in an explicit and tractable 
way. By so doing, new results have been established. For example, subsidies to R&D expenditure induce 
relatively low productivity firms to exit a patent race, and "elite" firms with relatively high 
productivity remain in the race, leading to an increase in overall R&D expenditure.

研究分野： 経済成長

キーワード： 特許　特許レース　異質企業　生産性分布　政策効果　内生的技術進歩　経済成長

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1970 年後半からの特許レースの研究は、特
許による利潤獲得を目的とした企業の R&D
競争を考察し、特許レースは必ずしも社会的
に最適な R＆D 支出にはつながらないことを
示した。この文献の重要な前提は、特許は
R&D のインセンティブを増加させるという
ものであった。また、1980 年代後半に入り、
部分均衡モデルである特許レースは一般均
衡モデルである内生的成長理論に応用され
ることになる（Aghion and Howitt (2009)を
参照）。 
  一方、1980 年代から主要国において研
究開発費と特許出願・登録件数は飛躍的に増
加した。例えば、米国の特許登録数の増加率
は、1930～1982 年の間は約１％であったが、
1983～2002 年に 5.7％に急増しており、日本
でも同じ傾向が観測できる。一つの大きな理
由としてプロパテントな特許制度改革が挙
げられる。特許の対象がソフトウェアなどに
拡大し、特許申請は「より簡単に」許可され
るようになった。しかし、このような特許権
強化の弊害も指摘されている。特に、特許訴
訟の顕著な増加による事前的・事後的なR&D
コストの増加が問題視されている(e.g. Jaffe 
and Lerner (2004) and Bessen and Meurer 
(2008))。実際、特許権強化による R&D 支出
増加を疑問視する実証結果も報告されてい
る(e.g., Sakakibara and Branstetter (2001))。 
このようなデータ、制度改革と文献の展開に
伴い、近年の特許レースの理論研究では、特
許権強化により企業の R&D インセンティブ
が減少するメカニズムが解明されている。代
表的な研究に、Green and Scotchmer (1995)
と Bessen and Maskin (2009)が挙げられる。
特に、後者はイノベーションが逐次的でお互
いに補完的な場合、企業の利潤は競争により
高められ、特許権強化はそれを阻害すること
を示している。さらに Boldrin and Levine 
(2008）は社会的に最適な特許期間はゼロで
あると主張している。一般均衡モデルでは、
Haruyama (2009)が特許強化により経済成
長率が減少する条件を導出し、技術進歩は特
許なしでも可能であることを報告している。 
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２．研究の目的 
上記の理論研究は特許の経済的効果に関し
て重要な洞察を提供し、学術的貢献は大きい。
しかし、R&D 企業の異質性の役割が殆ど無
視されており、R&D 企業の異質性を前提と
している多く実証研究（例えば、外部調達資
金、資本集約）とは対称的である。本研究は
この点に着目し、理論分析に企業の異質性を
明示的に導入する。具体的には、実証研究の
文献に精通することを基本とし、以下の点に
フォーカスする。 
(1) 企業の R&D 生産性が内生的に決定され
る既存研究にないメカニズムを導入し、R&D
生産性が異なる異質企業が競う新しいパテ
ント･レース･モデル（部分均衡）と内生的技
術進歩モデル（一般均衡）を構築する。 
(2) 特許権強化と他の政策（R&D 補助や競争
政策）が産業内における企業の R&D 生産性
分布、R&D企業数や経済全体の技術進歩率、
厚生などに対してどのような影響があるの
かを研究する。 
(3) 基本モデルに累積的イノベーション、ラ
イセンシング、ジョイントベンチャー等を導
入し拡張することにより、政策立案者に有益
な学術的知見を提供する。 
 
３．研究の方法 
(1) 実証研究の文献検討 
特許の経済効果に関する実証研究の論文数
は、膨大な数に上る。さらに、研究に使える
特許データが世界規模で増加し、実証研究の
機会は以前より拡大したといえる。こうした
傾向と特許データの性質をサーベイした論
文 と し て Nagaoka, Motohashi and Goto 
(2010)が挙げられる。一方、R&D 企業や産業
の性質に関しての実証研究も数多く存在す
る。この点に関しての最近のサーベイでは、
Cohen (2010)がある。一方、本研究で強調す
るR&Dの埋没費用の重要性を取り上げた最近
の実証研究ではManez, et al. (2009)があり、
この論文のアプローチは異質企業に基づく
国際貿易の文献に影響されている。また、R&D
の参入・退出に関しては、Cockburn and 
MacGarvie (2006)がソフトウェア産業につい
て考察している。こういった実証研究に精通
することを本プロジェクトの出発点として



いる。 
 
(2) 特許レースの基本モデルの構築と分析 
埋没費用の存在はR&D企業の異質性を意味す
る。例えば、Cohen and Klepper (1992)は、
埋没費用を分析に取り入れR&D集約度の分布
で測った企業の異質性を説明している。本研
究では、既存研究にないアプローチで埋没費
用を特許レースに導入する。また、R&D への
参入が自由な場合と制限される場合を考察
し、結果の違いを明らかにすることにより、
本研究の基本的な結果を導出する。また、規
範的な分析を行う。即ち、市場均衡での R&D
生産性の分布が社会的に最適かどうかを考
察し、最適でない場合、どのような政策が有
効かも考察する。 
 
(3) 動学的一般均衡モデルへの拡張と分析 
上記の部分均衡モデルを動学的一般均衡へ
拡張し、内生的技術進歩モデルを構築する。
政策の効果に関して分析を行うが、部分均衡
分析で明らかにできない点にフォーカスし
分析を進める。 
 
(4) 基本モデルの様々な拡張 
基本モデルを以下の点を導入し拡張する：
(a)累積的イノベーション、(b)ライセンシン
グ、(c)ジョイントベンチャー等。このよう
な拡張により、R&D の生産性分布、R&D 支出、
企業数、技術進歩率等について再考する。 
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４．研究成果 
(1) 部分均衡モデル 
モデルの重要なメカニズムとしては、近年の
国際貿易の分野で広 く 使 わ れ る Melitz 
(2003)の手法を参考にし、埋没費用と R&D 生

産性の不確実性を導入することによりR&D企
業の生産性を内生化した。具体的に述べると、
モデルには３ステージがある。第 1ステージ
では、参入費用 fNを負担し N >0 企業が特許
レースに参入し、R&D 生産性がランダムに与
えられる。ここで重要な点は、特許レースを
続ける価値は、R&D 生産性に依存している点
である。R&D 生産性が高い企業は、レースに
留まるインセンティブが高く、生産性が低い
企業のインセンティブは低い。即ち、R&D 生
産性の異質性が、レースでの企業価値の異質
性を発生させる。第２ステージでは、R&D 生
産性を観察した企業が、特許レースを続ける
ために第二の埋没費用 fA>0 を負担するかを
決定する。fAを支払う企業だけが第 2 ステー
ジに留まることになり、生産性が低い企業は
退出する。換言すると、埋没費用がフィルタ
ーになり、 生産性が比較的高い企業が第2ス
テージに残る。第３ステージでは、企業はフ
ローR&D 支出を決定する。最終的に、一つの企
業が R&D に成功することにより、特許レース
は終了する。 
 この基本モデルを２つのバージョンに分
けることができる。(i) Nを外生変数と置く。
この場合の均衡は、第１ステージでの参入企
業数が固定されている短期的な均衡と解釈
できる。(ii)参入企業数 Nを内生変数とする。
このケースは、長期的均衡と解釈できる。 
 このモデルを使い以下の結果を得た。企業
数 Nが一定である短期的均衡では埋没固定費
用 fA への補助率の増加は生産性が低い企業
の参入を促す場合がある。一方、企業数 Nが
自由参入により決定される長期的均衡では
生産性が低い企業は退出することになる。
即ち、特許レースに残る企業の中で最 も 低
い生産性の閾値を縦軸に置き、横軸に時間を
置くと、政策の変更後、生産性の閾値は時間
とともにチック・マーク（✓）型の軌跡を確
認することができる。更に、ある条件の下(企
業数 Nが多い場合や、知識のスピルオーバが
大きい場合など)では特許権の強化も同じ結
果をもたらすことが示された。 
 次に、厚生分析について説明する。市場
で決定される企業の分布と社会的に最適な
企業分布とを比較した。ここで問題になる
のは、社 会的に最適なR&D支出分布を達成す
るためにはどのような政策が必要なのかと
いう点である。示された結果によると、生
産性が異なる企業 には異なる補助率が必要
になる。例えば、生産性が異なる企業が3つ
以上存在する場合、大企業と中小企業の 2つ
に分けた R&D の補助 率では社会的に最適な
企業分布は達成できないことを意味してい
る。更に、社会的に最適な企業分布の達成
には、生産性が低い企業よりもより高い企
業を優遇する政策が必要であることも示 し
た。 
 
(2) 動学的一般均衡モデル 
上記の基本モデルを動学一般均衡モデルに



拡張した。これは既存研究にない異質な R&D
企業が存在する場合の内生的技術進歩率モ
デルであり、R&D 企業数や R&D 支出の分布が
内生的に決定される動学モデルである。(1)
の基本モデルと比較して、このモデルの特徴
は主に 2つある。第一に、企業が R&Dでの雇
用を決定するだけではなく、労働者の賃金
が労働市場で決定されることである。第二
に、特許レースがワンショットで終わる部
分均衡モデルと違い、複数の産業で逐次
的・累積的にイノベ ーションが発生する事
により、長期的技術進歩率が決定される事
である。 
 第 1ステージでの企業数 Nが一定である短
期的均衡に着目し分析を行い、以下の政策の
効果を考察してた。 (i) R&D の可変費用に
対する補助、(ii) R&D のフロー固定費用に
対する補助、(iii) R&D への企業参入を促す
政策、(iv) 人的 資本を増強する政策。まず
簡単にまとめると、部分均衡モデルの結果
と質的に同様な場合もあったが、対照的な興
味深い結果も得る事ができた。例えば、 R&D
の可変費用とフロー固定費用に対する補助
率の増加を考えよう。前者の場合、技術進歩
は促進されると伴に比較的に生 産性が低い
企業の特許レースからの退出を促す。後者の
場合、結果は質的にも量的にも正反対になる。
即ち、R&D の可変費用補助の増強により、精
鋭企業が技術進歩を促進することになる
が、固定費用補助は「弱者」を助け、結果
的には技術進歩を妨げることになる。この
結果は、部分均衡モデルと対称的である。ま
た、可変費用と固定費用に対して同時に同率
で補助する場合、R&D 支出と企業分布に何の
影響も及ぼさないのである。 
 次に以下を付け加えておく。上述の拡張モ
デルは「財の種類拡張」モデルの一つである
が、既存文献にないアプローチで行った。通
常、「財の種類拡張」モデルではイノベーシ
ョンが deterministic な形で発生すると仮
定されているが、本研究では stochastic に
起こると設定し、その場合のモデルの解を明
示的に示した。 
 
(3) 基本モデルの拡張 
異質的な企業による特許レースの部分均衡
モデルを使い、以下の 3つの拡張モデルに関
して分析をおこなった。 (i)既存企業と新規
参入企業間の特許レース、(ii)強制実施許諾
(Compulsory Licensing)がある場合の特許レ
ース、(iii)企業間のR&Dジョイント・ベンチ
ャー(JV)が存在する場合の特許レース。（累
積的イノベーションは、(2)の内生的技術進
歩モデルであつかった。） 
 まず(i)では、財市場で利潤を得る既存企
業を想定し、新規参入企業とパテント獲得
の競争をするモデルを考察した。外生変数
である既存企業の利潤の変化を競争政策の
変更として解釈した。新規参入企業数が一
定である短期的な均衡では、既存企業の利潤

低下(財市場での 競争促進)により、比較的
にR&D生産性が低い企業は退出し、技術進歩
率は上昇することを示した。即ち、財市場
での競争促進政策が R &D 支出を促すととも
に、より生産性が高い企業の参入を促すこ
とになる。逆に、利潤の増加は、生産性が
低い企業の参入と技術進歩率 の鈍化につな
がる。一方、参入企業数が内生的に決定さ
れる長期的均衡では、新規参入企業の分布と
技術進歩率は競争政策から独立と なること
も示した。次に(ii)では、イノベーションに
成功した企業は、他の R&D 参入企業に新しく
獲得した技術を強制的にライセンスする政
策の効果を分析した。具体的には、イノベ
ーションの価値の m%を任意の数の企業と
「共有」する場合を短期的均衡で考察した。
m の上昇(より強い強制実施許諾)は、比較的
に生産性が低いR&D企業の参入を促すことに
なり、参入企業の母集団が十分に小さけれ
ば 、技術進歩率の上昇が可能であることも
確認した。最後に(iii)では、埋没費用を負
担することにより、2 つの企業による R&D の
JV が可能になり、お互いの生産性が向上す
る外部性を導入した。この仮定により、比
較的に生産性が高い企業が JV に参加する事
を示した。また 、イノベーションの価値の
減少(財市場での競争の激化)が JV を促すと
は限らないことを示した。 
 
(4)その他 
この研究プロジェクトを進める中で、最初に 
設定した研究目的以外の研究・結果にもつな 
がったことをここで報告しておく。 
 国際貿易を専門分野とする神戸大学経

済経営研究所の Zhao Laixun 先生と研
究を共同で進めてきたが、本プロジェ
クトを通じて、貿易と環境に関する論文
を執筆することになった。 

 一般均衡と経済成長を専門とする韓
国・慶熙大学の Hyun Park 先生と消費者
の主観的時間選好率に関する共同研究
を行うに至った。 

 神戸大学経済学研究科の芦谷政浩先生、
羽森茂之と財政政策に関する論文の執
筆につながった。 
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